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2023年 11月 20日 

日本気候リーダーズ・パートナーシップ（JCLP） 
 

GXによる脱炭素化の加速に向けた提言 
エネルギー自給率向上に向け、再生可能エネルギーの活用を通じた構造転換を求めます 

 
日本気候リーダーズ・パートナーシップ（JCLP：加盟 247社、総売上高 約 168兆円）は、気候変動

の脅威を認識し、脱炭素社会への転換を発展の機会と捉える企業集団です。私達は、1.5℃目標の達成と
グリーン・トランスフォーメーション（GX）の実現に向けてリーダーシップを発揮されている岸田内閣
に心より敬意を表します。 

JCLP は、日本のエネルギー構造が抱える課題の解決策として、また、新たな産業の振興と経済活性
化に向け、以下を提言致します。本提言が、GXの価値の向上に繋がることを祈念します。 

提言要旨 

【背景認識】 

 今夏の異常気象は、気候変動が社会経済に深刻なダメージを与える危機であることを改めて示し
た。この危機の回避へ残された時間はわずかである。 

 再エネ調達を中心とした脱炭素の実践状況が企業の国際的な競争力に大きく影響してきている。 

 化石燃料への依存は、エネルギー安全保障や貿易収支の悪化など、日本の国益を二重三重に阻害
する構造的な問題。再エネの拡大による脱炭素化の加速は、この構造的な問題の解決になり得る。 

【提言 1】1.5℃目標に向け、既に実用化された技術の普及拡大策の強化による GXの加速を求める。 

 気温上昇を 1.5℃以内に抑制するには、この 10年に大幅な排出削減が必要。一方、現行の GX推
進戦略では、2040年以降の削減を見込んだ技術開発に焦点が置かれている。 

 2030 年に向けた排出削減加速のため、建築物の断熱、屋根置き型太陽光発電、ゼロエミッショ
ン車（ZEV）を始めとする、既に実用化された技術の普及拡大を GXで重点化することを求める。 

【提言 2】膨大なポテンシャルを有する浮体式洋上風力の迅速な導入に向け、野心的な導入目標設定、
ロードマップ策定、EEZの活用、各案件規模の拡大を求める。 

 再エネの迅速な確保が企業の競争力に影響する。日本の再エネ調達環境の改善は急務。 

 日本の浮体式洋上風力のポテンシャルは膨大（一次エネルギー供給量の 1.7 倍）。迅速な拡大に
より、化石燃料に依存する構造問題の解決が可能である。 

 民間投資を促すための市場予見性の付与や、規模の経済を働かせることが重要。 

 EEZを活用するための環境整備と共に、2035年に 20GW、2040年に 90GW規模の導入目標（発
電開始）、目標達成に向けたロードマップの策定、1GW以上を目安とした各案件の大規模化を求
める。 
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提言の背景 

気候変動は既に人々の生活を脅かしています。世界各地で異常な熱波や大規模な山火事、干ばつ、
洪水といった災害が多発し、熱中症の増加 1や感染症の蔓延 2といった健康被害によって、多くの人々
が命を落とし、生活の土台を失っています。また、火災保険料の値上がり 3、屋外労働の危険性の増
加 4、金融への影響 5などが、次々に顕在化しています。さらに、相次ぐ異常気象は、人間の最も基
本的なニーズを満たすために必要な食糧の生産にまでも影響を与えており 6、このまま状況が悪化す
れば、生活や経済活動の基盤が揺らぎかねない、そのような深刻な局面に我々は追い込まれつつあ
ります。 

日本を含む国際社会は、この深刻な危機の回避へ向けて COP26 において「1.5℃目標」に合意し
ました 7。しかしながら、最新の科学は、現状の取組は 1.5℃目標の達成には不十分であり、また、
残された時間はわずかであると、強く警告しています 8。 

私たち JCLP は企業集団であり、時に、他社に先駆けて対策を行う上での追加的なコストの問題
や、日本全体で身を切る改革が避けられない分野については、企業利益、日本の国益、そして脱炭素
化のバランスを取るために、悩み、そして試行錯誤を重ねてきました。また日本が現在、対策を強化
している只中にあって、更なる対策の加速を求める事には躊躇もありました。しかし、この夏、日本
を始め世界を襲った異常気象の深刻な影響を目の当たりにした今、更に踏み込んだ対策を講じなけ
れば、国益も企業利益も土台から崩れ落ちるのではないか、という危機感を抱かざるを得ません。 

さらに、各国がこれまでにない規模・スピードで再生可能エネルギー（以下、再エネ）を拡大し、
内燃機関を用いた自動車の新規販売停止や脱炭素政策が不十分な国からの輸入製品に関税を課すな
どの政策を講じており、国際的にビジネスを行う金融機関やグローバル企業を中心に「炭素を排出
すること」への投資や取引がリスクとして捉えられ、排出削減が進んでいない国・地域の企業は明
らかに不利になってきています。日本で事業を行う企業の間では、仮に日本の脱炭素化が遅れた場
合、「再エネ等の脱炭素化の手段が安価に利用できる海外に製造拠点が流出するのではないか」とい
う深刻な懸念も聞かれます。 

以上を踏まえ、気候危機への対応と日本の競争力の維持向上のため、脱炭素化への対応を更に加
速する必要があると、JCLPは改めて考えます。 

なお、脱炭素化の加速は、日本の国益増進の絶好の機会です。化石燃料に乏しい日本は、エネルギ
ー安全保障や国富の海外流出の問題に長年悩まされてきました。さらに近年は、ウクライナ問題、
「失われた 30 年」と呼ばれる経済の低迷、そして長引く円安傾向による対外的な購買力低下など
で、その影響はより深刻になっています。そのような中で化石燃料などの輸入資源に依存し続ける
ことは、エネルギー供給の脆弱性を固定化し、貿易収支を悪化させ、今年のガソリンや電力価格の
高騰と補助金による対応に見られるように国民経済へ打撃を与え、財政を悪化させる原因にもなり
ます。 

化石燃料等輸入資源への依存は、日本の国益を二重三重に阻害する構造的な問題であり、再エネ
の拡大を中心とした日本の脱炭素化の加速は、このエネルギー構造的な問題の解決に直結します。 

気候危機と日本のエネルギー構造的な問題の同時解決に向け、本提言が、岸田内閣が進める GXの
更なる価値の向上に資することを切に願います。 
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提言１  

1.5℃目標に向け、既に実用化された技術の普及拡大策の強化による GXの加速を求めます。 

 深刻な気候危機を回避するためには、対策を「更に急ぐ」必要があります。 
2021年の COP26において、国際社会は、深刻で不可逆的な気候変動の危機を回避すべく、「1.5℃

目標」に合意しました（グラスゴー気候合意）9。この 1.5℃目標は、今年の G7 広島サミットを始
め、様々な国際交渉の場で確認されており、世界の危機意識の表れとなっています。 

一方、2023年に発表された気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の最新報告書は、現在の各国
の取組レベルでは、1.5℃目標の達成は困難と指摘しています 10。気温の上昇は、世界全体でこれま
でに排出された累積の温室効果ガス排出量に影響を受けますが、IPCC は、現在の排出量が続けば、
2030 年までに累積排出量が上限値を超え、1.5℃目標の達成が困難になるとして、迅速かつ大幅な
排出削減の重要性を訴えています。 

この IPCCの指摘を受け、各国や国際機関が現状を「緊急事態」と表現し、排出削減のスケジュー
ルを更に前倒しする必要性を訴えるなど、特に先進国の対策強化を求める国際世論が高まっていま
す。 

今年の異常気象の社会への深刻な悪影響を目の当たりにし、気候危機が先送りにできない問題で
あることがより明らかとなった今、私たちは科学の指摘を真摯に受け止め、対策を更に加速する必
要があると考えます。 

 GX実現に向けたロードマップについて、前倒しの検討を求めます。 
2023年 2月、「GX実現に向けた基本方針」が閣議決定され、重点分野における 2050年までのロ

ードマップと、官民合わせて 150 兆円を動員する旨が示されました 11。短期間に重要な方針と施策
を取りまとめられた岸田内閣のリーダーシップ並びに関係省庁の皆様の努力に深い敬意を表します。 

しかし、基本方針と共に示されたロードマップは、2030年頃までを各重点分野における制度構築
や革新的技術開発のための期間と位置付けており、本格的な排出削減が実現するのは 2040 年以降
になることが窺えます。今後 10年の排出削減を強化すべく、ロードマップの前倒しの検討を求めま
す。 

 GX戦略において、既に実用化された技術の普及拡大策の強化を求めます。 
迅速に大幅な排出削減を実現するには、既に実用化されている脱炭素技術の普及拡大の強化が必

須です。カーボンニュートラル達成に向けて、排出削減の技術的な難易度が高い分野における研究
開発は必要です。しかし、IPCCが示す通り、早期の排出削減に必要な大半の技術は既に出揃ってお
り、それらの迅速な普及拡大こそが重要です。また、技術の普及拡大には、「規模の経済」を機能さ
せ、当該技術の価格を低減させることが必要なため、十分な市場を創出することが必要です。よっ
て、GX推進戦略において、既に実用化されている技術の普及拡大に焦点を当て、十分な資金を優先
的に配分すると共に、人的資源も充当することを求めます。 

なお、日本には既に実用化され、迅速な普及拡大によって早期に大幅な排出削減を可能とする技
術が多数あります。以下は有望分野の例ですが、特にこれらの分野では、更なる対応の強化を求め
ます。  
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1. 建築物の断熱（省エネルギー性能の強化） 
建築物（住宅・建物）の断熱は、「ゼロエネルギー住宅・建物（ZEH・ZEB）」レベルの技術が既

に確立しています。同時に、今年の酷暑で明らかになった通り、学校を始めとする公共建物の断
熱は、子供や高齢者の健康を守る面でも不可欠です。断熱工事の担い手の多くは地域に根差した
事業者であり、地域経済にも寄与します。また、寿命が長く、新築時の性能が数十年間にわたり固
定化（ロックイン）される建築物の分野では、特に早期の対応が必要です。現在、岸田内閣の下で
建築物省エネ法改正による全新築建築物の省エネ基準への適合が義務化され、更にその基準を
2030年までにゼロエネルギー住宅・建築（ZEH・ZEB）レベルに引き上げることも検討されてい
ます。JCLPはこの方針を強く支持します。また、足元の技術的・社会的な進展が良好な住宅分野
については、基準を引き上げる時期を可能な限り前倒しすることを期待します。 

既築建物の断熱も技術的には比較的容易ですが、費用負担が課題となり、十分な拡大には至っ
ていません。健康を含む社会の厚生を維持向上するため、また、市場拡大による断熱コストの低
減に向け、既築建物の断熱に対する補助の更なる拡大を求めます。 

2. 屋根置き型太陽光発電 
既に日本でも導入価格が下がり、短期間で設置が可能な太陽光発電は、経済的かつ迅速に導入

できる手段の一つです。特に、自然保護と両立可能で、電力系統への影響が比較的少ない「屋根置
き型」の太陽光発電は、更なる拡大が望まれます。屋根置き型太陽光発電は、PPA・自己所有とい
う手段を通じて、既に大企業を中心に導入が進んでいます。一方、PPA は比較的長期の契約が前
提となるため（自己所有の場合には長期の資金調達が必要なため）、与信面で中小企業が利用しに
くいという課題があります。日本の中小企業の数は 350 万社以上とされ、そこでの屋根置き型太
陽光発電の導入が実現できれば、経済的な再エネを大幅かつ迅速に普及できます。具体的な導入
目標値の設定とともに、中小企業を始めとした中小規模の組織が屋根置き型の太陽光発電を導入
できるよう、与信面での支援（信用保証制度等）を求めます。 

3. ゼロエミッション車（Zero Emission Vehicle, ZEV）ならびに充電・充填インフラの普及 
CO2 を排出しないゼロエミッション車(ZEV)も、その技術は既に確立されています。ZEV の代

表格である EVでは、ガソリン車に劣らない実用性と経済性を有するものが次々に商品化され、海
外では普及期に入っています 12。一方、日本の EV普及率は低く 13、自動車産業の競争力低下や、
今般見られたように燃料高騰による財政負担などが固定化される懸念もあります。このような分
野こそ、GX推進戦略を通じた取組の加速が必要です。 

ZEV の普及には、インフラ普及を先行させる必要があるため、目標から逆算し、例えば米国の
ように「2030 年までに高速道路 50 マイル（約 80km） ごとに 1 カ所（4 基以上）」という形で 14、
充電・充填インフラ導入のロードマップを策定することを求めます。また、ZEV が一定程度普及
するまでは、インフラの稼働率・採算性が課題となるため、時限付き設置支援金交付等を求めま
す。なお、脱炭素の観点から、支援金交付は、再エネ由来の電力・水素の利用を条件とすべきです。 

 
上記以外にも、日本企業が強みを持つヒートポンプを始め、既に実用化されている技術は少なくあ
りません。GX推進戦略でもこれら技術への対応が言及されていますが、その多くが補助的な位置付
けか、又は 2030年以降に排出削減に貢献する時間軸となっています。迅速な脱炭素化における重点
分野として、これら既存技術の普及拡大に優先的に取り組むことが必要です。 
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提言２  

膨大なポテンシャルを有する浮体式洋上風力の迅速な導入に向け、野心的な導入目標設定、ロード
マップ策定、EEZの活用、各案件規模の拡大を求めます。 

 脱炭素、企業競争力、エネルギー安全保障のそれぞれの面で、再エネの拡大が急務です。 

脱炭素化の最大の手段は再エネであり、毎年 10GW規模の拡大が必要です。 
IPCC第６次報告書は、最も排出削減量が大きくかつ経済的な手段は再エネ（太陽光・風力）で

あると示しています。また、国際エネルギー機関（以下 IEA）が示した 1.5℃目標と整合するシナ
リオでは、世界の総発電量に占める再エネの割合は、2030年に約 60%、2050年に約 90%と想定
され、この比率の達成には、2030年までに太陽光・風力それぞれ 2022年比で約 4倍にする必要
があるとしています 15。 

今年日本で開催された G7 でも、1.5℃目標の重要性と「2035 年までの電力部門の完全又は大
宗 16の脱炭素化の達成」が宣言 17されました。米国の国立研究機関によると、日本がこれを実現
するには、2035年まで毎年 10GWの再エネを追加的に導入する必要があると分析しています 18。 

再エネの迅速な調達の可否が、企業の競争力に影響します。 
グローバル企業が取引先にネットゼロ（又は再エネ 100％）を求める動きが広がっています 19。

また、気候変動情報開示の国際基準（ISSB IFRS S2）が、取引先の排出量を開示対象に含めたこ
とで 20、取引先への排出削減要請はさらに急拡大しています。並行して、EUによる「炭素国境調
整メカニズム」の導入や、グラスゴー金融同盟（GFANZ）の加盟機関による投資先への「移行計
画」策定の要請 21などにより、効果的に排出削減を実施できるか否かが、製品の競争力や資金調
達にも影響を与えつつあります。排出削減の有力手段である再エネの調達は、今や競争力を維持
する条件の一つとなっています。 

一方、日本の再エネ比率は G7 で最も低く 22、企業は再エネ調達に苦戦しています。例えば、
RE100に参加する企業の各国での再エネ比率は、欧州 85%、北米 66%、中国 32%に対し、日本は
15%に留まります 23。日本企業の中には、再エネ調達が容易な海外への設備投資のシフトを検討
するケースも出てきています 24。日本企業の置かれた状況は、厳しく、切迫しています。 

化石燃料への依存は、エネルギー安全保障や財政に影響する構造的な問題です。 
日本は、一次エネルギーの約 9 割を化石燃料の輸入に依存しています。昨今の国際的な燃料価

格高騰を受け、2022 年の化石燃料の輸入費用は 33.5 兆円 25に達し、2023 年度の政府予算では、
燃料価格等の激変緩和措置として約 6 兆円を充当 26しています。海外の化石資源に依存する構造
の問題が浮き彫りにされた今、国民生活と企業活動を守ると共に、国の財政の健全性を維持する
ためにも、「国産エネルギー」である再エネの拡大が急務です。 
後述の通り日本には膨大な再エネのポテンシャルがあり、それを活かす技術の大半を有します。

再エネは、日本の国益を阻害する構造的な問題を解決する「国産エネルギー」となり得ます。  

 日本の再エネポテンシャルは膨大で、その大半を「EEZを活用した浮体式洋上風力」が占めます。 
IEA等の推計によると、広大な海域を有し、かつ水深が深い日本では、全ての再エネポテンシャ

ルの約 7 割を浮体式洋上風力が占め 27、その規模は約 9,000TWh と 2021 年度の総発電量の
（1,029TWh）の約 9倍、電力以外を含む一次エネルギー供給量（約 5,186TWh）の 1.7倍に相当
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します 28。 

電力のみならず、熱供給や運輸部門で用いられる燃料（注：水素等）の脱炭素化も勘案すれば、
社会全体の脱炭素化に必要な総発電量は少なくとも 1,300～1,500TWhと見込まれますが 29、これ
は、浮体式洋上風力以外の全ての再エネを最大限導入した場合（約 1,000TWh30）の規模を上回り、
日本の脱炭素化には、浮体式洋上風力の活用が不可欠であることを示しています。 

加えて、現在の日本の再エネの大半を占める太陽光発電が稼働しない夜間・曇天時の電力供給
のためにも、十分な風力発電の導入が不可欠です 31。 

（注）エネルギー自給等の観点から、水素製造等に必要な一次エネルギーには、国内の再エネを用いる
ことが適切と考えます。 

 浮体式洋上風力は世界の成長市場です。日本が産業化に成功すれば、成長の起爆剤になり得ます。 
IEAの 1.5℃シナリオにおける世界の洋上風力の年間導入量は、2030年に現在の約 5倍の 100GW

超に達します 32。同様に、国際再生可能エネルギー機関（IRENA）も、1.5℃目標に沿った洋上風力
の累積導入量は、2022 年の約 64GW から、2030 年には約８倍の 500GW、2050 年には 40 倍近く
となる 2,500GWとしています 33。世界が脱炭素に舵を切る中、洋上風力のポテンシャルの約 7割を
占める浮体式洋上風力は 34、今後成長する巨大な市場です。 

また、日本企業は、浮体式洋上風力の設置に必要な要素技術の大半を持ち、特に浮体設置にかか
る土木技術等は、日本が国際競争力を保持しています。日本風力発電協会の試算によると、風力発
電を 170GW導入（うち浮体式洋上風力 90GW）した場合の経済効果は年間 7.5兆円、雇用創出効果
は累積で 44.3万人に上ります 35。海外市場を取り込めば、この効果は更に増大します。 

日本がこの機会を獲得すれば、経済を成長軌道に乗せる起爆剤となり得ます。現在、経済産業省
が浮体式洋上風力の産業化の検討を進めていますが、JCLPはその方針を強く支持します。 

 浮体式洋上風力の早期拡大に向けて、以下の 3点を求めます。 
浮体式洋上風力は、脱炭素化を進めつつ日本の構造問題を解決する「GXの要」であると考えます。

現在政府内で検討が進む「浮体式洋上風力導入目標・産業戦略」に対して、以下の 3点を求めます。 

１）浮体式洋上風力で世界をリードするビジョンを掲げると同時に、明確な予見性を付与すべく、
2035年までに 20GW、2040年までに 90GW規模の導入目標（発電開始）を示す。 

世界では既に浮体式洋上風力の市場獲得競争が始まっており、英国の 35GW、韓国の 19GW を始
め、具体的な事業計画が積み上がっています 36。更に、米国は 2035 年までに 15GW を導入し、価
格を 7割低減する目標を掲げ 37、北海周辺の 9カ国は、2030年までに浮体式と着床式の合計で最低
120GWを導入する旨に合意するなど、現在も政策や目標の明示が相次いでいます 38。 

このような中、日本が浮体式洋上風力を競争力のある産業へ育てるには、政府が「浮体式洋上風
力で世界をリードする」というビジョンを掲げると共に、市場の予見性を示すべく、2035年までに
20GW、2040年までに 90GWという導入目標を掲げることが必要です。 

これは、野心的な目標ですが、1.5℃目標と整合し 39、産官学の専門家で構成される海洋技術フォ
ーラムが、日本が世界をリードするために必要としている規模です 40。また、熱や運輸部門の脱炭
素化（水素の利用等を含む）を勘案したうえでも必要な規模感です。なお、現在政府が進めている風
力発電開発におけるリードタイムの短縮とも整合し、時間軸としても実現が可能で、日本の関連産
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業に有為な規模の追加投資をもたらすレベルと考えます。 
 
２）排他的経済水域（EEZ）の利用に必要な制度環境整備を推進し、ロードマップを作成する。 

浮体式洋上風力のポテンシャルの多くは排他的経済水域（以下 EEZ）に存在するため、意欲的な
導入には、EEZの活用が必須です。「再生可能エネルギーの導入拡大に向けた関係府省庁連携アクシ
ョンプラン」において、EEZ の国内法制度の検討を行う旨が示されていますが、これを確実に実行
することが肝要です。 

さらに、民間投資の動員に必要な投資予見性の担保のため、年間の案件形成規模、海域指定のス
ケジュール等が盛り込まれたロードマップの策定を求めます。このように、浮体式洋上風力を国家
的プロジェクトとして進めるための具体的な道筋が示されることで、省庁間及び官民の連携の円滑
化や民間の事業参画の後押しとなることが期待されます。 

 
３）規模の経済の発揮と、部品調達の円滑化のため、各案件規模を 1GW以上を目安に設定する。 

浮体式洋上風力を価格競争力のある電源とするには、全体の導入目標だけでなく、各案件につい
て一定の規模を担保することが重要です。現在、世界的な洋上風力市場の拡大で風車等の部品供給
がひっ迫し、また、海外では 1～2GW 規模の案件が増加している 41ことから、現在の日本で示され
る規模の案件では必要部品の調達が困難になっているという現実があります。規模の経済の発揮に
よる価格低減と、部品調達の可能性を考慮し、各案件の規模について、1GWを目安に設定すること
を求めます。 

なお、政府資料によると、EEZ への拡大も念頭に置いた浮体式洋上風力発電の導入目標及び産業
戦略を今年度末までに策定するとされていますが 42、意欲的な目標設定とその土台となる制度整備
やステークホルダー間の調整を短期間で実施することが困難である場合、拙速に目標を設定するこ
とは避け、いつまでに何を決めるかという計画を示すことを求めます。 

 

以上
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